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　　　少年によるインターネットの適切な利用に向けた啓発活動（「春のあん

しんネット・新学期一斉行動」）の推進について（通達） 

　インターネットに起因する少年の非行及び犯罪被害防止対策については、「少

年を取り巻く有害環境浄化対策の推進について（通達）」（平成３１年４月１８日

 付け熊少第２２０号）等に基づき、取組を推進しているところである。

　こうした中、こども家庭庁をはじめとする関係府省庁では、少年のスマート

フォン等の購入・機種変更等が多く行われる卒業・進学・進級時期に特に重点

を置き、インターネット接続機器やサービスを提供する関係事業者と保護者、

学校等の関係者が連携、協力し、少年のスマートフォンやＳＮＳ等の安心・安

全な利用のための啓発活動等の取組として、別添のとおり「令和６年春のあん

しんネット・新学期一斉行動」を実施することとしているほか、熊本県警察で

は、３月の広報重点を「進学・進級時における少年の非行・犯罪被害防止と有

 害環境の浄化」と設定している。

　各警察署にあっては、インターネット利用に起因する少年の非行や犯罪被害

が高水準で推移している現状等を踏まえ、関係機関等と連携しながら、下記事

 項に留意の上、積極的な啓発活動を推進されたい。

 記

１　保護者に対する啓発活動の強化 

学校や教育委員会等と連携の上、卒業・進学・進級時における保護者説明

会等、多くの保護者が参加する学校行事等の機会を有効に活用し、ペアレン

タルコントロールの普及促進（フィルタリング、時間管理機能、課金制限機

能等のペアレンタルコントロール機能の利用促進や家庭内ルールづくりの促

進）等について啓発活動を実施するとともに、説明会等に参加できない保護

者に対しても、啓発資料が確実に配布されるよう学校等の協力を得るなどし

 て、より多くの保護者に啓発の効果が行き渡るように努めること。

２　少年の情報モラルを向上させる啓発活動の推進 

非行防止教室等において、具体的な非行事例や被害事例を基に、インター

ネットの特性や危険性について啓発するとともに、教職員が活用できるよう

な最新の事例や対策に関する情報を学校に提供するなど、少年の情報モラル

 を向上させるための取組を推進すること。

３　児童ポルノをはじめとした性被害等防止に係る啓発活動の推進 

不当な手段により、少年が自分の裸体をスマートフォン等で撮影させられ、

その画像をメール等で送らされる被害（以下「自画撮り被害」という。）が

未だに後を絶たない状況である。 

啓発活動の際には、自画撮り被害が依然高水準で推移していることや一度

流出した画像は回収がほぼ不可能となり、将来にわたって少年を苦しめる要

因となることなどを啓発し、児童ポルノをはじめとした悪質な性被害等の未



 然防止に努めること。

４　携帯電話事業者等に対するフィルタリング普及の要請 

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関す

る法律に基づき、携帯電話会社（格安スマートフォン会社（ＭＶＮＯ）も含

む。）と契約代理店には、携帯電話回線の新規契約時又は機種・名義変更を

伴う回線契約時に、 

　　○　契約締結者又は携帯電話端末の使用者が青少年（１８歳未満）である

か確認すること。 

○　契約締結者が青少年である場合には、当該青少年に対して、携帯電話

端末の使用者が青少年である場合には、その保護者に対して、青少年が

有害情報を閲覧する可能性がある旨並びにフィルタリング及びその有効

化措置（フィルタリングソフトやＯＳの設定）の必要性と内容を説明す

ること。 

○　通信サービス及び端末をセット販売している場合には、フィルタリン

グの有効化措置を講じること。 

 などの義務が課せられている。

 　また、熊本県少年保護育成条例において、携帯電話事業者に対して、

○　携帯電話回線に係るフィルタリングの内容等の書面の交付（又は電磁

 的記録の提供）と説明義務

○　保護者から提出されたフィルタリングサービスを利用しない理由等を

 記載した書面（又は電磁的記録）の適正な保管義務

を規定していることから、管内の関係業者へフィルタリングが普及するよう

 要請すること。

５　広報資料の効果的活用 

 　 啓発活動における広報資料については、県警が作成した保護者向け啓発冊

  子「スマホに弱い大人の教科書」のほか、関係機関作成の説明資料やリーフ

 　レット等を効果的に活用すること。


